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２０２３年７月２１日（金）開催      日本 IPO 実務検定協会・会員向けセミナー 
 
【第一部】    
～東証での開示実務経験を踏まえて解説～ 
上場を目指す企業が押さえておきたい適時開示の概要と実務上の対応方針 

 
【第二部】 
ストックオプションに関する直近の制度改正等の概要と実務上の対応方針 
 
※今回のセミナーは高田馬場会場ではなく、御茶ノ水の会場での開催となりますのでご注

意ください。 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
【プログラム】 
【第一部】 
～東証での開示実務経験を踏まえて解説～ 
上場を目指す企業が押さえておきたい適時開示の概要と実務上の対応方針 
講師：法律事務所 ZeLo・外国法共同事業 弁護士 伊東 祐介（第二東京弁護士会所属） 
 
【第二部】 
ストックオプションに関する直近の制度改正等の概要と実務上の対応方針 
講師：法律事務所 ZeLo・外国法共同事業 弁護士 島内 洋人（第二東京弁護士会所属） 
【ご案内】 
このたび日本 IPO 実務検定協会は、上記の２本立てのセミナーを開催いたします。 
本セミナーの第一部では、上場企業となったら常に対応を迫られることとなる適時開示の

概要・実務について、適時開示制度の設計・運用者である東京証券取引所で弁護士として開

示実務に従事された経験を持つ法律事務所 ZeLo・外国法共同事業の弁護士 伊東祐介様に

解説いただきます。上場を果たした後、企業にとって最も重い責任の一つに情報開示があり

ます。情報開示とは何か、実務上どのような流れで行うのかという基礎的事項から、法定開

示と適時開示の異同、上場申請時に提出する業績予想について注意すべきポイントは何か

（上場直後に業績の大幅下方修正の防止）など応用的事項まで幅広く解説していただきま

す。 
第二部では、ストックオプション発行の概要・実務について、多数の企業のストックオプシ

ョン設計へのアドバイスに携わっている法律事務所 ZeLo・外国法共同事業の弁護士 島内

洋人様に解説いただきます。本年(2023 年)4 月に改正租税特別措置法が施行され、同年 5 月

30 日には国税庁から租税特別措置法に係る法令解釈通達の一部改正案やストックオプショ



ンに対する課税に係る Q&A が公表されるなど、ストックオプションに関する法令・制度は

大きな変動の時期にあります。本セミナーでは、直近の制度改正の内容から、直近の国税庁

の動きを踏まえた実務上の具体的な留意事項・対応方針について解説していただきます。 
 
■開催日時：２０２３年７月２１日（金）１４：３０～１６：４０（受付 １４：１５～） 
■開催場所：ワイム貸会議室 お茶の水 RoomD 
〒101-0062 東京都千代田区神田駿河台 2-1-20 お茶の水ユニオンビル 4F 
JR 中央線・総武線「御茶ノ水」駅 御茶ノ水橋口 徒歩 2 分 
東京メトロ丸ノ内線「御茶ノ水」駅 2 番出口 徒歩 3 分 
東京メトロ千代田線「新御茶ノ水」駅 B1 番出口 徒歩 4 分 
https://waim-group.co.jp/space/ochanomizu/access.html 
 

 
■定員：３０名（定員になり次第締切） 
■受 講 料：日本 IPO 実務検定協会会員（財務報告実務検定の会員も含む）の方は無料 

宝印刷 IPO News の読者は会場での受講は無料（後日、オンデマンド配信に

より WEB 受講する場合は消費税込 8,800 円） 
      上記以外の方は 11,000 円（消費税込） 
■申込方法：セミナーへのお申込みはこちらからお願いいたします。 
https://forms.gle/q2mdkDgesnvrc4iN8 
■主催：一般社団法人日本 IPO 実務検定協会 
【講師ご略歴】 
（第一部） 
法律事務所 ZeLo・外国法共同事業 弁護士 伊東 祐介 様 
主な取扱分野は IPO、IR、M&A、ベンチャー・スタートアップ法務、訴訟/紛争解決など。

証券会社や IPO 準備企業から多くの依頼を受け、IPO 前後の実務に豊富な経験を持つ。東

証スタンダード市場上場会社や上場準備会社の社外役員を兼任し、経験に裏打ちされた上

https://waim-group.co.jp/space/ochanomizu/access.html
https://forms.gle/q2mdkDgesnvrc4iN8


場会社適格性に関する知識・ノウハウをクライアントに提供している。 
 鳥飼総合法律事務所入所後、株式会社日本政策投資銀行企業戦略部（M&A アドバイザリ

ー業務）、株式会社東京証券取引所上場部（適時開示制度構築・運用業務）、日本取引所自主

規制法人上場審査部（上場審査業務）での勤務を経て、2023 年法律事務所 ZeLo 参画。著

書・論文に『新規株式上場の実務と理論』（商事法務、2022 年）、「適時開示制度の概要（前

編・後編）」（月刊監査役 673、675 号）など多数。 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
（第二部） 
法律事務所 ZeLo・外国法共同事業 弁護士 島内 洋人 様 
2017 年東京大学法学部卒業、同年司法試験予備試験合格。2018 年司法試験合格。2019 年

弁護士登録（第二東京弁護士会所属）。2020 年法律事務所 ZeLo 参画。ストック・オプショ

ンやスタートアップ・ファイナンス分野を専門的に取り扱うほか、多くのブロックチェーン

技術を用いたビジネスのリーガルスキームの整理・構築に携わる。主な著書に『ルールメイ

キングの戦略と実務』（商事法務、2021 年）、論文に「ステーブルコイン・DeFi と CBDC」

（金融・商事判例 1611 号、2021 年）、「スタートアップの株主間契約における実務上の論

点と対応指針」（NBL 1242(2023.5.15)号）など。 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
※セミナーへのお申込みはこちらからお願いいたします。 
https://forms.gle/q2mdkDgesnvrc4iN8 
 

https://forms.gle/q2mdkDgesnvrc4iN8

